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現地調査の実施 

企業側の経営層、知財部や関係部門と専門家が集合し、2 時間程度のセッションをおお

よそ 1 ヶ月に 1 回のペースで 5 回の支援を実施した。支援の過程から、知財経営を行う

ための課題を把握し、具体的に採った課題解決手段を収集・分析した。 

 

 

背景 

ビジネスの前提が大きく変わる現代において、その変化に対応する上で、柔軟かつ多様

な付加価値を創出しうる無形資産活用の重要性が高まっている。従前の特許庁の調査

研究を通じて、無形資産を活用出来ている企業は、経営層や関係部門と知財部門が、将

来に対する相互理解が取れた状態であり、コミュニケーションがカギとの仮説を得た。 

 

まとめ 

公開情報調査、現地調査、ヒアリング調査、経営層による座談会、委員会等による検討

を実施し、これらの結果を踏まえて、知財経営を行うための課題を把握し、具体的に採

った課題解決手段を収集・分析しとりまとめた。とりまとめた結果を踏まえ、知財経営

の実践に向けたコミュニケーションガイドブックを作成した。 

 

有識者委員会 

本調査研究に関連して専門的な知見を有する企業関係者、学識経験者、弁理士等を含む

5 名で構成される委員会を設置し、4 回にわたって議論を行った。 

 

公開情報調査 

書籍、論文、判例、調査研究報告書、及びインターネット情報等を利用して、知財経営

に取り組む企業等に関する文献を調査、整理及び分析し基礎情報としてまとめた。 

目的 

知財経営の推進に向けたコミュニケーションの在り方を明らかにするため、「現地調査」

「ヒアリング調査」、「経営層による座談会」の 3 つの活動を通して、知見を収集する。 

 

ヒアリング調査 

企業価値に寄与する、知的財産の取組を実践することとなった背景等についてヒアリン

グを実施し、その結果をまとめた。 

 

 

知財経営に関する事例集の作成 

上記結果及び検討を踏まえ、「知財経営の実践に向けたコミュニケーションガイドブッ

ク～経営層と知財部門が連携し企業価値向上を実現する実践事例集～」を作成した。 

 

経営層による座談会の開催 

現地調査先企業の経営層、及びヒアリング先企業の経営層とともに「座談会」の形でそ

の成果や課題を相互に共有し、知財経営の在り方等について議論を行った。 
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I ． 本調査の目的・必要性 
 
 気候変動や人口減少といった社会課題、デジタル化の進展等を背景に多様化する顧客ニ

ーズ、持続的な成長に向けたビジネスモデル変革の要請等、ビジネスの前提となる世界観

は現在大きく変化しており、世界経済の先行き懸念は強まる一方である。 

 このような現状において、特に日本企業の CEO は将来に対する危機感を極めて強く感

じており、その 72％が現在のビジネスのやり方では 10 年後に自社が存続できないと考え

ている 1。 

 ビジネスの前提となる世界観が大きく変わる現代において企業価値が高い企業とは、そ

の変化に対応できている企業である。変化に対応して企業価値を向上させるためには、柔

軟かつ多様な付加価値を創出しうる無形資産の活用の重要性が高まっており、2021 年のコ

ーポレートガバナンス・コード改訂では、知財・無形資産投資及び人的資本投資に関する

取締役会の監督と情報開示についての記載が追加された。日本企業はいまだ有形資産価値

の占める割合が大きいものの、日本にも無形資産を活用して環境の変化に挑む企業は存在

する。特許庁では 2019 年より、従来の「自社事業を守る」ための知的財産の枠を超えて、

より柔軟に知的財産を活用して経営に資する多様な価値を産み出す知財戦略の調査研究を

行ってきた。 

 この中で、好事例と言える企業では共通して、以下のように経営層や関係部門と知財部

門が、将来に対する相互理解が取れた状態に至っていることが見出された。 

 経営層や関係部門が、企業や事業の将来に向けた成長戦略との関係で、知財の役割

や事業への貢献を理解している。 

 知財部門が経営層や関係部門の思い描く企業や事業の将来像を、現状との対比にお

いて理解している。 

 そして、このような相互理解の状態を実現するカギはコミュニケーションであり、企業

価値向上に知財戦略を活かすための初手として、経営層・知財部門・関係部門のコミュニ

ケーションの改善が必要との仮説を得た。 

本調査では、知財経営の推進に向けたコミュニケーションの在り方を明らかにするため、

「知財経営に取り組もうとする企業への現地調査（知財経営推進支援）」、「知財経営を実現

している企業へのヒアリング調査」、「経営層による座談会」の 3 つの活動を通して、知見

を収集する。 

  

 

  
 

1 第 26 回世界 CEO 意識調査 https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/ceo-survey.html［最終アクセス日：3
月 16 日］ 
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II ． 調査内容及び実施方法 
 

（１） 公開情報調査 

書籍、論文、判例、調査研究報告書、審議会報告書、データベース情報及びインターネ

ット情報等を利用して、知財経営に取り組んでいる国内・海外の企業等に関する文献等

（海外の文献等を含む。）を調査、整理及び分析し、調査研究の基礎情報としてまとめ

る。 

 

（２） 現地調査の実施 

現地調査先企業を 10 社募集・選定し、経営層と知財部門を含む企業内チームとの十分な

意思疎通・連携のもとで、中長期的な事業成長に資する知財戦略の策定等に向けて、専門

家による経営デザインシート 2等を活用した支援を行う。各支援は、各社計 5 回の支援（経

営層・知財部門等の議論）を設定し、実施する。 

 

（３） ヒアリング調査 

 ヒアリング先企業を 5 社選定し、企業価値向上に資する知財経営等の実施の工夫・組織

の在り方等についてヒアリング調査を実施する。 

 

（４） 経営層による座談会の開催 

現地調査先企業を 10 社の経営層及びヒアリング先企業の経営層等を対象として、座談

会の形でその成果や課題を相互に共有するとともに、知財経営の在り方等について議論を

行う。 

 

（５） 有識者委員会 

 調査研究に関連して専門的な知見を有する企業関係者、学識経験者、弁理士等を含む 5

名（うち 1 名は委員長）で構成される有識者委員会を設置する。各回においては以下の内

容を検討する。 

 

・ 第 1 回：令和 4 年 6 月 13 日（月） 

本事業の全体像、現地調査の実施方針について、現地調査先企業審査結果、支援内容及

び専門家選定方針について 

 

 
 

2 内閣府知的財産戦略推進事務局ホームページ https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/keiei_design/index.html［最終アク

セス日：2023 年 3 月 16 日］ 
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・ 第 2 回：令和 4 年 9 月 1 日（木） 

現地調査の実施状況について現地調査先企業（2 次公募）審査結果について、現地調査

先採択企業（2 次公募）の妥当性に関する議論、ヒアリング調査設計について 

 

・ 第 3 回：令和 4 年 12 月 13 日（火） 

現地調査第一弾ご報告、現地調査の分析方針及び分析結果、本調査研究の取り纏め方針、

座談会実施予定・ヒアリング実施結果について 

 

・ 第 4 回：令和 5 年 3 月 2 日（木） 

現地調査のご報告、本調査研究の取り纏め方針（事例集作成方針） 

 

（６） 知財経営に関する事例集及び仮想事例の作成 

 上記（１）～（４）の結果を踏まえ、知財部門と経営層・他部門との知財経営に向けた

連携の過程を分析することで、知財経営を実現するための課題とその解決手段を研究し、

それらを事例集としてまとめる。 
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III ． 調査結果 
 

（１） 公開情報調査 

知財経営に取り組んでいる国内・海外の企業等に関する文献等（海外の文献等を含む。）

を調査、整理及び分析し、「経営デザインシートを活用した既存支援事例」、「デザイン経営

を促進することを目的とした類似取組事例」、「知財情報に関する開示状況・事例」につい

てまとめた。 

 

（２） 現地調査の実施 

知財経営に係る現状分析に加え、企業の「ありたい姿」に向けて、経営デザインシート

等を活用した支援を行うことを目的として、企業側の経営層、知財部門や関係部門と専門

家が集合し、2 時間程度のセッションをおおよそ 1 ヶ月に 1 回のペースで 5 回の支援を実

施した。支援の過程から、知財経営を行うための課題を把握し、具体的に採った課題解決

手段を収集・分析し、その結果をまとめた。 

 

（３） ヒアリング調査 

 ヒアリング先選定においては、企業として知的財産を重視した活動を確認できる過去の

事例集等に掲載がある企業群をもとにして 5 社選定し、企業価値に寄与する、知的財産の

取組を実践することとなった背景等についてヒアリングを実施し、その結果をまとめた。 

 

（４） 経営層により座談会の開催 

座談会では、経営層が意思決定に知的財産の視点を取り入れることの動機づけとなるよ

うな情報を収集することを目的として、事務局のファシリテーションのもと、以下の議題

A,B について意見交換を実施し、その結果をまとめた。 

A) 事業創造において「知財」の視点を取り入れることの、経営層視点での魅力 

B) 知財による企業価値向上に向けた「経営層自身の今後の役割」と「経営層から知財部

門へ今後期待する役割」 

 

（５） 知財経営に関する事例集及び仮想事例の作成 

上記（１）から（４）の調査結果及び有識者委員会等による検討の結果を踏まえ、効果

的な知財経営を実践する各事例を整理するとともに、知財経営の在り方に関する提言等を

事例集として取りまとめた。また、知財経営について検討及び議論できるような仮想事例

を 6 事例作成した。 

  



- vi - 
 

IV ． まとめ 
 

 本調査研究は、公開情報調査、現地調査、ヒアリング調査、経営層による座談会、有識

者委員会等による検討を実施し、これらの結果を踏まえて、知財経営を行うための課題を

把握し、具体的に採った課題解決手段を収集・分析し、取りまとめた。取りまとめた結果

を踏まえ、「知財経営の実践に向けたコミュニケーションガイドブック～経営層と知財部

門が連携し企業価値向上を実現する実践事例集～」を作成した。 
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I ．調査研究の目的・必要性 

 気候変動や人口減少といった社会課題、デジタル化の進展等を背景に多様化する顧客ニ

ーズ、持続的な成長に向けたビジネスモデル変革の要請等、ビジネスの前提となる世界観

は現在大きく変化しており、世界経済の先行き懸念は強まる一方である。 

 このような現状において、特に日本企業の CEO は将来に対する危機感を極めて強く感

じており、その 72％が現在のビジネスのやり方では 10 年後に自社が存続できないと考え

ている 1。 

 ビジネスの前提となる世界観が大きく変わる現代において企業価値が高い企業とは、そ

の変化に対応できている企業である。変化に対応して企業価値を向上させるためには、柔

軟かつ多様な付加価値を創出しうる無形資産の活用の重要性が高まっており、2021 年のコ

ーポレートガバナンス・コード改訂では、知財・無形資産投資及び人的資本投資に関する

取締役会の監督と情報開示についての記載が追加された。日本企業はいまだ有形資産価値

の占める割合が大きいものの、日本にも無形資産を活用して環境の変化に挑む企業は存在

する。特許庁では 2019 年より、従来の「自社事業を守る」ための知的財産の枠を超えて、

より柔軟に知的財産を活用して経営に資する多様な価値を産み出す知財戦略の調査研究を

行ってきた。 

 この中で、好事例と言える企業では共通して、以下のように経営層や関係部門と知財部

門が、将来に対する相互理解が取れた状態に至っていることが見出された。 

 経営層や関係部門が、企業や事業の将来に向けた成長戦略との関係で、知財の役割

や事業への貢献を理解している。 

 知財部門が経営層や関係部門の思い描く企業や事業の将来像を、現状との対比にお

いて理解している。 

 そして、このような相互理解の状態を実現するカギはコミュニケーションであり、企業

価値向上に知財戦略を活かすための初手として、経営層・知財部門・関係部門のコミュニ

ケーションの改善が必要との仮説を得た。 

本調査では、知財経営の推進に向けたコミュニケーションの在り方を明らかにするため、

「知財経営に取り組もうとする企業への現地調査（知財経営推進支援）」、「知財経営を実現

している企業へのヒアリング調査」、「経営層による座談会」の 3 つの活動を通して、知見

を収集する。 

  

 
1 第 26 回世界 CEO 意識調査（PwC 2023 年 2 月） 
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図表 1：本事業の目的 
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II ．調査内容及び実施方法 

 

本調査研究は、知財経営の推進に向けたコミュニケーションの在り方を明らかにすべく、

現地調査先企業（支援対象企業）を選定し、経営層と知財部門を含む企業内チームとの十

分な意思疎通・連携のもとでの、中長期的な事業成長に資する知財戦略の策定等に向けて、

専門家による経営デザインシート等を活用した支援を行う。また、知財経営を実現してい

る企業へのヒアリング調査を行う。 

支援結果については、同様に支援を行った 10 社の経営層等とともに「座談会」等の形で

その成果を共有。知財部門と経営層・他部門との知財経営に向けた連携の過程を分析する

ことで、知財経営を実現するための課題とその解決手段を研究し、事例集としてまとめる

ことで、知財経営の普及を図る。 

 

図表 2：本調査研究の全体像 2 

 

 

  

 
2
令和 3 年度第 17 回産業構造審議会知的財産分科会 資料 7「来年度に向けて」20 

https://www.jpo.go.jp/resources/shingikai/sangyo-kouzou/shousai/chizai_bunkakai/document/17-shiryou/07.pdf［最終アクセス

日：2023 年 3 月 16 日］を一部加工 
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 公開情報調査 

 

 書籍、論文、判例、調査研究報告書、審議会報告書、データベース情報及びインターネ

ット情報等を利用して、知財経営に取り組んでいる国内・海外の企業等に関する文献等（海

外の文献等を含む。）を調査、整理及び分析し、後述するヒアリング調査、委員会資料作成、

知財経営事例集作成のための基礎情報としてまとめる。 

 

 現地調査の実施 

 

（１）現地調査体制の整備 

 

 現地調査に係る連絡調整、知財経営調査チーム（支援対象企業に派遣する専門家）によ

る現地調査の管理、現地調査先の企業及び知財経営調査チームとの相談窓口など、支援活

動を迅速かつ的確に実施できる体制を整備する。 

 

（２）各種規程類の整備 

 

 現地調査を実施するにあたり、各種法令に準拠し、知財経営調査チームに属する専門家

向けの謝金規程、旅費規程、秘密保持契約書等の各種規程類を整備する。 

 

（３）知財経営調査チームの活動に関する経理等の庶務管理業務 

 

 知財経営調査チームの活動状況の進捗を管理するとともに、知財経営調査チームに属す

る専門家に対して謝金や旅費等の必要経費を支払う。 

 

（４）知財経営調査チームによる現地調査 

 

知財経営調査チームを組成するため、現地調査に必要な知識と経験を備えた人材を確保

し、効果的な知財経営を実践するための方法について調査する。 
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（ⅰ）現地調査先企業の募集・選定業務 

 

（募集業務） 

プレスリリース及び公募説明会を実施し、候補先企業からの積極的な応募を促す。 

 

（選定業務） 

現地調査先企業（支援対象企業）の選定にあたり、審査基準を作成し、応募企業か

ら提出された資料に基づいて一次審査を行う。また、一次審査を通過した応募企業に

対して、二次審査として面接審査を行う。後述する有識者委員会を開催し、一次審査

と二次審査における審査基準の充足について審議を行い、現地調査先企業を10社採択

する。 

 

（ⅱ）知財経営調査チームの組成等 

 

（専門家の登録） 

経営コンサルタント、知財コンサルタントの候補者、及び知財情報分析に関するア

ドバイザーの候補者を選定し、有識者委員会で審議した上で専門家として登録する。 

 現地調査先企業（支援対象企業）の事業・技術内容、課題を的確に整理、把握した上

で、適切なアドバイスを提供できる経営コンサルタント及び知財コンサルタントを登

録された専門家の中から選定し、知財経営調査チームを組成する。現地調査先企業か

ら要望に応じて、知財経営調査チームに知財情報分析に関するアドバイザーを加える。 

 

（ⅲ）チームミーティングの開催 

 

現地調査を行う各知財経営調査チームに対して、チームミーティングを開催する。 

チームミーティングを開催するにあたり、各回の目的やアジェンダについて設定する

等、必要な事務を行う。 

 

（Ⅳ）現地調査の実施 

 

現地調査の内容や方向性が本調査研究の趣旨に沿った効果的なものになるよう、必

要に応じて知財経営調査チームの支援を行う。現地調査先企業（支援対象企業）ごと

に担当者を決め、現地調査期間を通じて同一の者が担当し、円滑なサポートを行う体

制を整備する。 

また、現地調査先企業、知財経営調査チームに属する専門家との間で企業の営業秘
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密に関するもの等に関して秘密保持契約を締結する。 
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 ヒアリング調査 

 

（１）ヒアリング対象候補の選定 

 

 ヒアリングの対象候補を選定し、ヒアリング先企業を決定する。 

 ヒアリング先企業の決定に当たっては、後述する委員会の意見を参考にする。また、ヒ

アリング先企業の経営層に対して、後述する経営層による座談会への参加を促す。 

 

（２）説明資料及びヒアリング調査項目の作成 

 

 上記１．の公開情報調査等において、ヒアリング前にヒアリング先企業の、企業価値向

上に資する知的財産の取組や、知財部門と経営層のコミュニケーションについて調査す

る。 

具体的には、ヒアリング先企業の経営層の発表資料・講演等を軸としながら、関連する

プレスリリースや研究開発活動の動向、統合報告書などから調査し、ヒアリング調査項目

を作成する。 

 

（３）ヒアリング調査の実施 

 

 上記３．（１）で決定したヒアリング先企業に対してヒアリングの事前調整を行い、上記

３．（２）の説明資料及びヒアリング調査項目に基づいてヒアリング調査を実施する。 

 

（４）ヒアリング調査結果（議事録等）の報告 

 

 ヒアリング調査の結果について、議事録（概要）及び逐語レポートを作成する。ヒアリ

ング調査結果を整理・分析し、整理・分析した結果を取りまとめ、概要を整理した資料を

作成する。 
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 経営層による座談会の開催 

 

現地調査期間終了後に、上記２．の成果について、現地調査先企業（支援対象企業）の

経営層等同士で共有するとともに、知財経営の在り方を議論する、座談会を開催する。ま

た、効果的な座談会とするべく、座談会には現地調査先企業外であって、既に知財経営を

実践している企業の経営層を含める。 

現地調査先企業、知財経営調査チームに対して参加についての調整を行い、座談会参加

者に対して、謝金・旅費を支給する。 

また、座談会用の資料を作成するとともに、座談会終了後、議事録（概要）及び逐語レ

ポートを作成する。 

 

 有識者委員会 

 

（１） 有識者委員会の設置 

 

 本調査研究に関連して専門的な知見を有する企業関係者、学識経験者、弁理士等を含む

5 名（うち 1 名は委員長）で構成される有識者委員会を設置する。 

 

委員長 

加賀谷 哲之   一橋大学大学院 経営管理研究科 教授 

 

委 員 

荒木 充     株式会社ブリヂストン 知的財産部門 部門長 

小林 誠     株式会社シクロ・ハイジア 代表取締役 CEO 

地曵 慶一    貝印株式会社 取締役／上席執行役員  

知財・法務本部長 CIPO 兼 CLO 

鈴木 健治    特許事務所ケイバリュエーション 所長・経営コンサルタント 

弁理士 

 

（敬称略、五十音順） 

 

 

 



- 9 - 
 
 

（２） 有識者委員会の開催 

 

 有識者委員会は全 4 回開催する。各回においては以下の内容を検討する。 

 

・ 第 1 回：令和 4 年 6 月 13 日（月） 

本事業の全体像、現地調査の実施方針について、現地調査先企業審査結果、支援内容及

び専門家選定方針について 

 

・ 第 2 回：令和 4 年 9 月 1 日（木） 

現地調査の実施状況について現地調査先企業（2 次公募）審査結果について、現地調査

先採択企業（2 次公募）の妥当性に関する議論、ヒアリング調査設計について 

 

・ 第 3 回：令和 4 年 12 月 13 日（火） 

現地調査第一弾ご報告、現地調査の分析方針及び分析結果、本調査研究の取り纏め方針、

座談会実施予定・ヒアリング実施結果について 

 

・ 第 4 回：令和 5 年 3 月 2 日（木） 

現地調査のご報告、本調査研究の取り纏め方針（事例集作成方針） 

 

 知財経営に関する事例集及び仮想事例の作成 

 

 上記１．から４．の調査結果及び有識者委員会等による検討の結果を踏まえ、効果的な

知財経営を実践する各事例を整理するとともに、知財経営の在り方に関する提言等を事例

集として取りまとめるとともに、知財経営について検討及び議論できるような仮想事例を

作成する。 
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なお、本調査研究は、以下の流れ・スケジュールで実施した。 

 

図表 3：本調査研究の流れ・スケジュール 
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III ．調査結果 

 公開情報調査 

 

書籍、論文、判例、調査研究報告書、審議会報告書、データベース情報及びインターネ

ット情報等を利用して、知財経営に取り組んでいる国内・海外の企業等に関する文献等

（海外の文献等を含む。）を調査、整理及び分析し、知財経営調査チームよる現地調査の

内容・方法のプラン等を立案した。 

 

図表 4：公開情報調査及び現地調査の内容・方法のプランの立案の全体像・調査方法 
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 経営デザインシート（KDS）を活用した既存支援事例 

 

主として中堅・中小企業の経営者・社員や、中堅・中小企業の支援にあたる専門家を対

象としたセミナーが、以下のとおり開催されている。 

 

図表 5：経営デザインシート活用を促進するためのセミナー/支援事業等（概要） 

 

 

それぞれのセミナーの具体的な内容を次ページ以降で示す。 
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 TAC 株式会社、公益財団法人千葉市産業振興財団、一般社団法人関西 d ラボ、一般社

団法人 IAbM 総研におけるセミナーは以下の通りであった。 

 

図表 6：経営デザインシート活用を促進するためのセミナー/支援事業等 
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一般社団法人 WICI ジャパンは、全 6 回のプログラムを通じて、経営デザインシートを

活用して、目指している未来が伝わる統合報告書を作成するために必要な思考方法を学ぶ

セミナーを主催していた。 

 

図表 7：一般社団法人 WICI ジャパン主催のセミナー 
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但陽信用金庫では、中小企業診断士の支援を受けながら経営デザインシートの作成に取

り組むセミナーを開催していた。 

セミナーを経て、知的財産経営報告書作成等に対する支援を希望する企業には個別支援

を実施している。 

 

図表 8 但陽信用金庫のセミナー 
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一般社団法人首都圏産業活性化協会は、経済産業省中小企業知的財産活動支援事業費補

助金事業として、埼玉・東京・神奈川及び近郊の中小企業経営者及び社員を対象とした、

経営デザインシートを活用した知的財産活動支援事業を実施していた。 

 

図表 9：一般社団法人首都圏産業活性化協会の事業 
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 デザイン経営を促進することを目的とした類似取組事例 

 

デザイン経営促進を目的とした取組事例として、デザイン経営推進に資するサービスの

事業化事例や、デザイン経営的な思考に基づいてサービスを提供する人材の育成に取り組

んでいる事例、自社内でのデザイン経営推進のために専門の部門を設置している事例が確

認された。 

 

図表 10：デザイン経営促進を目的とした取組事例（概要) 

 
 

それぞれの取組事例の具体的な内容を次ページ以降で示す。 
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公益財団法人日本生産性本部経営品質協議会は、経営デザイン認証制度として、これか

らの「経営設計図」を第三者が面談等によってアドバイスやフィードバックの支援を行っ

た上で経営デザイン認証委員会において書類・面接による審査を実施し、一定レベルに達

した組織を認証している。 

この制度によって企業の「ありたい姿」を明確化し、中小企業の事業継承を円滑に行う

ことが企図されている。 

 

図表 11：経営デザイン認証制度 
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株式会社 Too は、.design 経営シリーズとして、デザイン経営の度合いをスコアリング

する「.design 経営スコアリング」やデザイン経営についてのコンサルティングサービス

「.design ソースコンサルティング」、デザイン思考教育の出発点となる「.desig 思考ワー

クショップ」などのサービスを提供している。 

 

図表 12：.design 経営 
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株式会社日立製作所では、事業創生の確度向上を図る手法拡充の一環として、顧客協創

により本格的な課題を発見し、イノベティブな解決策を創生する人材「デザインシンカ

ー」の育成に取り組んでいる。 

 

図表 13：「デザインシンカー」の育成 
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富士通株式会社では、社内のデザイン経営を加速させることをミッションとし、デザイ

ン経営の支援に有効な共通テンプレート、マニュアル、プロセス、ツール、事例などを獲

得・開発に取り組む経営デザイン部を設置している。 

 

図表 14：経営デザイン部 

 

 

  



- 22 - 
 
 

 知財情報に関する開示状況・事例 

 

2021 年改訂 CG コードの実施（コンプライ）状況については、2021 年 12 月時点で、補

充原則 3-1③については 65%、補充原則 4-2②については 78%がコンプライしている状況

である。 

 

図表 15：2021 年改訂 CG コードの実施（コンプライ）状況（2021 年 12 月時点）3 

 
  

 
3 改訂コーポレートガバナンス・コード(2021)の背景と概要 https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/prmagazine/pwcs-
view/202109/34-08.html、［最終アクセス日：2023 年 3 月 16 日］ 
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また、統合報告書における知的財産に関する開示状況を確認するために、優れた IR 活

動を実施している企業、及び知財経営に取り組む企業 62 社を対象に調査を実施。62 社の

うち、2021 年度版統合報告書を発行済みの 48 社の開示状況を次ページ以降で示す。 

 

図表 16：統合報告書における知的財産に関する開示状況（調査対象） 
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統合報告書における知的財産に関する開示事例（開示状況）については、48 社中、40

社が統合報告書において知財・知的資本に対して何らかの言及をしており、36 社は価値

創造プロセス等に知財・知的資本を位置づけて開示している。 

一方で、統合報告書内で知財戦略等の知的財産に関する詳細な開示を行っているのは

15 社に留まる。 

 

図表 17：統合報告書における知的財産に関する開示事例（開示状況） 

 

 

 具体的な開示事例として、積水化学工業株式会社と旭化成株式会社の事例を次ページ以

降に示す。 
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積水化学工業株式会社においては、価値創造プロセスの中の「価値の源泉」として研究

開発力を位置づけており、後段で知財戦略や特許出願件数・保有数等の詳細を開示してい

た。 

 

図表 18：積水化学工業株式会社による統合報告書における知的財産に関する開示 4 

 

  

 
4 統合報告書 2021 https://www.sekisui.co.jp/ir/document/annual/pdf/SC_IR2021_ALL_J_202108.pdf［最終アクセス日：2023
年 3 月 16 日］ 
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旭化成株式会社においては、価値創造プロセスの中の INPUT として、「幅広い領域での

技術-新規事業創出」を位置づけており、新規事業創出に関連するパートにて、知財戦略

等の詳細を開示していた。 

また、社外取締役のスキルマトリクスとして、知的財産を明記して開示している。 

 

図表 19：旭化成株式会社による統合報告書における知的財産に関する開示 5 

 

 

  

 
5 旭化成レポート 2021 https://www.asahi-kasei.com/jp/ir/library/asahikasei_report/pdf/21jp.pdf［最終アクセス日：2023 年 3
月 16 日］ 
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 現地調査 

 

（１）現地調査先企業の募集・選定業務 

 

現地調査の実施にあたり、現地調査先企業（支援対象企業）の募集を以下のとおり実施

した。募集は、①「知財経営」を実践したい、大企業・中小企業・スタートアップの経営

層・責任者（経営トップ・執行役員・対象事業部門長等）、または②本事業をきっかけに

「知財」について、経営企画部門、事業部門そして経営層との連携を密にしたい知財部門

長・知財担当者などを対象にして、1次公募と2次公募を行った。 

 

1 次公募 令和 4 年 4 月 14 日（木）～5 月 20 日（金） 

2 次公募 令和 4 年 7 月 21 日（木）～8 月 17 日（水） 

 

募集方法は、令和4年4月14日（木）及び7月21日（木）に、PwCコンサルティング合同

会社のHPにてニュースリリースを行うとともに、令和4年4月27日（水）に公募説明会を

実施し、候補先企業からの積極的な応募を促した。 

公募説明会については、以下のとおり実施した。 

 

図表 20：公募説明会の概要 

日時 令和 4 年 4 月 27 日（水）15:30～17:00 

実施形式 オンライン 

プログラム 

開会・事業概要説明 
特許庁 企画調査課 特許戦略企画調整官：植田 高盛 氏  

講演①「CG コード改定を踏まえた経営戦略の要請」 
内閣府 知的財産戦略推進事務局 政策企画調査官：奥田 武夫 氏  

講演②「知財経営に向けた IP ランドスケープと経営デザインシート

の活用」 
株式会社シクロ・ハイジア CEO /本事業アドバイザー：小林 誠 氏 

事業説明 
PwC コンサルティング合同会社：鈴木 和馬 

応募書類作成ワーク：「ミライ」の構想から考える経営デザインシー

ト（任意参加） 
PwC コンサルティング合同会社：篠崎 亮 
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（２）知財経営調査チームの組成等 

 

企業に派遣する専門家について、有識者委員会で審議した上で、経営コンサルタント、

知財コンサルタント、及び知財情報分析に関するアドバイザーを計 16 名登録した。 

 登録した専門家の中から、支援対象企業の事業・技術内容、課題を的確に整理、把握し

た上で、適切なアドバイスを提供できる専門家を選定し、支援対象企業における知財経営

調査チームを組成した。 

 

（３）チームミーティングの開催 

 

現地調査を行う各知財経営調査チームに対して、チームミーティングを開催した。 

チームミーティングを開催するにあたり、各回の目的やアジェンダについて設定する等、

必要な事務を行った。 
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（４）現地調査の実施 

 

無形資産がより重要な経営資源となる中、企業において、価値創造メカニズムの中でど

のような知的財産・無形資産が自社の競争力や差別化の源泉として強みとなるかを把握・

分析し、企業の価値向上につなげることが期待されている。 

その中で、知財経営に係る現状分析に加え、企業の「ありたい姿」に向けて、経営デザ

インシート等を活用した支援を行うことを目的として、現地調査先企業（支援対象企業）

への支援を実施した。支援の過程から、知財経営を行うための課題を把握し、具体的に採

った課題解決手段を収集・分析し、その結果をまとめた。 

 

図表 21：現地調査先企業への支援の内容 
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（ⅰ）支援内容の概略 

 

本支援では、経営デザインシート等の活用により、単に「見える化」に留まらず、価値

の再定義、経営戦略への落とし込み、新規事業等の創造などにつなげることができるよう、

企業価値向上に資する知財経営を目指して支援を行った。 

 

図表 22：支援内容の概略 

 

 

  



- 31 - 
 
 

（ⅱ）支援内容の類型 

 

現地調査先企業（支援対象企業）の状況を分析した結果、以下の３つの類型に分け、類

型ごとに、支援目標と支援内容を設定した。 

 

図表 23：支援内容の類型 
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 上記（４）（ⅱ）のカテゴリ【1】～【4】について、具体的な支援内容のイメージは以下

のとおり設定した。なお、それぞれの支援フェーズに応じて、専門家を選定し、知財経営

調査チームを組成することとした。 

 

図表 24：支援内容のイメージ 
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（ⅲ）支援開始時点における各社知財部門等の概況 

 

現地調査先企業（支援対象企業）の初期的な状況は、知財部門が「初めて」経営層や事

業部門と未来志向の対話を実施するという段階であり、その対話の「間合い」や「雰囲気」、

相互の立ち位置の把握などから支援を開始した。 

 

図表 25：知財部門の発展段階のイメージ（事務局仮設）と本支援のカバレッジ 
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（Ⅳ）現地調査支援スケジュール 

  

 現地調査先企業（支援対象企業）側の経営層、知財部門や関係部門と専門家が集合し、

2 時間程度のセッションをおおよそ 1 ヶ月に 1 回のペースで 5 回行った。各現地調査先企

業における具体的な支援スケジュールは以下のとおりであった。 

 

図表 26：現地調査支援スケジュール 

 

 

 

 

。  
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 ヒアリング調査 

 

コーポレートガバナンス・コードの改訂により知的財産に関する取組に対して、再度見

直しを行う企業が増加している。そこで、ヒアリング調査を通じて、知財経営の重要性を

広げることができるよう、以下の方針にてヒアリングを実施した。 

 

図表 27：ヒアリング調査の目的/全体方針 
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（１）ヒアリング対象候補の選定 

 

 ヒアリング先選定においては、企業として知的財産を重視した活動（プロセス）を確認

できている過去の事例集等掲載のある企業群を母集団とした上、何等かの経営上の重要な

イベントに対して、知的財産が経営に貢献した企業を選定した。 

 

図表 28：ヒアリング先の選定方針 

 
 

有識者委員会での議論を踏まえ、ヒアリング先企業 5 社を以下のとおり決定した。 

 

図表 29：ヒアリング先企業一覧 
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また、ヒアリング先企業の知財経営の概要は、以下のとおりである。 

 

図表 30：ヒアリング先企業における知財経営の概要 

 
 

 

（２）説明資料及びヒアリング調査項目の作成 

 

ヒアリング前にヒアリング先企業の、企業価値向上に資する知的財産の取組や、知財部

門と経営層のコミュニケーションについて調査した。具体的には、経営層の発表資料・講

演等を軸としながら、関連するプレスリリースや研究開発活動の動向、統合報告書などか

ら調査し、ヒアリング調査項目を作成した。 
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（３）ヒアリング調査の実施 

 

 上記（１）で決定したヒアリング先企業に対してヒアリングの事前調整を行い、上記（２）

の説明資料及びヒアリング調査項目に基づいてヒアリング調査を実施した。 

 

 

図表 31：ヒアリング調査項目のポイント 
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 経営層による座談会の開催 

 

（１）座談会の概要 

 

座談会では、経営層が、意思決定に知的財産の視点を取り入れることの動機づけとなるような

情報を収集することを目的とし、2 回に分けて開催した。開催の日程やプログラムは、次ページ以

降に示す。 

 

図表 32：座談会の目的と議題 

 
 

  

9

目
的

• 下記2点について、企業・業種を超え、相互に開示・対話することにより、業種等を超えて
一般的なノウハウを得ること。また、参加企業として、同じ経営課題下にある企業との情
報交換を図ること（座談会自体の目的）。
A) 事業構想において「知財」の視点を取り入れることの、経営層視点での魅力
B) 知財による企業価値向上に向けた「経営層の役割」と「経営層から知財部門への期待」

• これら情報を本事業の成果物たる事例集に盛り込み発信することで、読み手の経営層が意
思決定に知財の視点を取り入れることの動機付けを行うこと（本事業全体の目的）

手
段

• まず、現地調査企業の経営層に、企業概要や支援概要（受けるに至った課題、支援内容、
効果・気づき等）について発表いただく。

• その後、発表を踏まえ参加者皆様に下記2つの議題について議論いただく
A) 事業構想において「知財」の視点を取り入れることの、経営層視点での魅力
B) 知財による企業価値向上に向けた「経営層の役割」と「経営層から知財部門への期待」

• これら議題に対し、他の現地調査企業からの質問や、ヒアリング企業からのアドバイス等
を議論することで、事例集の読み手が感じるであろう疑問やそれに対する回答も含む、よ
り読み手の動機づけに資する情報を収取する。
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（２）座談会（DAY1） 

 

座談会（DAY1）については、支援対象企業 4 社、ヒアリング先企業 3 社にご参加いただいた上

で、現地調査先企業（支援対象企業）による「支援の振り返り」をご発表いただいた後、事務局の

ファシリテーションのもと、以下の議題 A,B について意見交換を実施した。 

 

日時 令和 5 年 1 月 26 日（木）15:00～17:00 

開催場所 Otemachi One タワー5F会議室（東京） 

参加企業 支援対象企業：4 社、ヒアリング先企業：3 社 

プログラム 

15:00-15:05 
1. 開会 

特許庁 

15:05-15:10 
2. 趣旨説明 

事務局（PwCコンサルティング合同会社） 

15:10-15:45 
3. 支援の振り返り（発表） 

支援対象企業 

15:45-16:50 

 

4. 意見交換 

事務局のファシリテーションのもと、以下の議題 A,B

のいずれかについて意見交換を実施。 

 

A) 事業創造において「知財」の視点を取り入れるこ

との、経営層視点での魅力 

B) 知財による企業価値向上に向けた「経営層自身

の今後の役割」と「経営層から知財部門へ今後期

待する役割」 

16:50-17:00 
5. クロージング 

特許庁 
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（３）座談会（DAY2） 

 

座談会（DAY2）については、支援対象企業 5 社、ヒアリング先企業 1 社にご参加いただいた上

で、支援対象企業による「支援の振り返り」をご発表いただいた後、事務局のファシリテーションの

もと、以下の議題 A,B について意見交換を実施した。 

 

日時 令和 5 年 2 月 17 日（金）15:00～17:00 

開催場所 PwC 大阪オフィス 36F 会議室（大阪） 

参加企業 支援対象企業：5 社、ヒアリング先企業：1 社 

プログラム 

15:00-15:05 
1. 開会 

特許庁 

15:05-15:10 
2. 趣旨説明 

事務局（PwCコンサルティング合同会社） 

15:10-15:50 
3. 支援の振り返り（発表） 

支援対象企業 

15:50-16:50 

 

4. 意見交換 

事務局のファシリテーションのもと、以下の議題 A,B

について意見交換を実施 

 

A) 事業創造において「知財」の視点を取り入れるこ

との、経営層視点での魅力 

B) 知財による企業価値向上に向けた「経営層自身

の今後の役割」と「経営層から知財部門へ今後期

待する役割」 

16:50-17:00 
5. クロージング 

特許庁 
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 知財経営に関する事例集及び仮想事例の作成 

 

上記１．から４．の調査結果及び有識者委員会等による検討の結果を踏まえ、効果的な

知財経営を実践する先進的な各事例を整理するとともに、知財経営の在り方に関する提言

等を事例集として取りまとめた。また、知財経営について検討及び議論できるような仮想

事例を 6 事例作成した。 

知財経営事例集は、本報告書とは別途、公開される。 

 
図表 33：事例集のエグゼクティブサマリ 
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IV ．まとめ 

 

 本調査研究は、ビジネスの前提が大きく変わる現代において、その変化に対応する上で、

柔軟かつ多様な付加価値を創出しうる無形資産の活用の重要性が高まっており、従前の特

許庁の調査研究を通じて、無形資産を活用出来ている企業は、経営層や関係部門と知財部

門が、将来に対する相互理解が取れた状態に至っており、そのカギはコミュニケーション

であるとの仮説を得たことを背景として行われたものである。その目的は、知財経営の推

進に向けたコミュニケーションの在り方を明らかにするための知見を収集することであっ

た。 

 本調査研究では、現地調査、ヒアリング調査、経営層による座談会及び有識者委員会等

による検討を実施し、これらの結果を踏まえて、経営への知財・無形資産の活用の推進に

向けたコミュニケーションの在り方について取りまとめた。そして、取りまとめた結果を

踏まえて、「知財経営の実践に向けたコミュニケーションガイドブック～経営層と知財部

門が連携し企業価値向上を実現する実践事例集～」を作成することができた。 

 別途公開される「知財経営の実践に向けたコミュニケーションガイドブック～経営層と

知財部門が連携し企業価値向上を実現する実践事例集～」も含め、本調査研究が、経営

層、知財部門のトップ・知財企画部門・戦略立案部門、事業企画部門など、「経営」及び

「知財戦略」に携わるすべての人材に活用されれば幸いである。 
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